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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

連結経営指標等

回次
第11期
第３四半期
連結累計期間

第12期
第３四半期
連結累計期間

第11期
第３四半期
連結会計期間

第12期
第３四半期
連結会計期間

第11期

会計期間

自　平成21年
10月１日

至　平成22年
６月30日

自　平成22年
10月１日

至　平成23年
６月30日

自　平成22年
４月１日

至　平成22年
６月30日

自　平成23年
４月１日

至　平成23年
６月30日

自　平成21年
10月１日

至　平成22年
９月30日

売上高 （千円） 6,719,4828,076,6752,444,0972,745,1849,179,863

経常利益 （千円） 584,169 655,983 392,880 266,785 798,515

四半期（当期）純利益 （千円） 202,597 224,228 151,890 110,395 321,497

純資産額 （千円） － － 3,641,1563,753,0943,761,693

総資産額 （千円） － － 5,990,9677,574,1107,020,286

１株当たり純資産額 （円） － － 98,690.53105,269.00102,152.74

１株当たり四半期（当期）

純利益
（円） 5,690.316,580.234,337.263,277.389,091.09

潜在株式調整後１株当たり

四半期（当期）純利益金額
（円） 5,467.646,249.914,164.823,097.868,697.58

自己資本比率 （％） － － 57.2 45.9 50.4

営業活動によるキャッシュ

・フロー
（千円） 400,132 723,111 － － 754,794

投資活動によるキャッシュ

・フロー
（千円） △382,498△415,191 － － △916,060

財務活動によるキャッシュ

・フロー
（千円） △171,579 313,559 － － △45,926

現金及び現金同等物の四半

期末（期末）残高
（千円） － － 932,0111,503,546881,715

従業員数 （人） － － 511 618 542

（注）１　当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２　売上高には、消費税等は含んでおりません。
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２【事業の内容】

　当第３四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容に重要な変更は

ありません。

　また、主要な関係会社についても異動はありません。

　

３【関係会社の状況】

　当第３四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

　

４【従業員の状況】

(1）連結会社の状況

　 平成23年６月30日現在

従業員数（人） 618(518)

（注）　従業員数は就業人員（当社グループからグループ外への出向者を除き、グループ外から当社グループへの出向

者を含む。）であり、臨時雇用者数（パートタイマー、人材会社からの派遣社員を含む。）は、当第３四半期連結

会計期間の平均人員を（　）内に外数で記載しております。

　

(2）提出会社の状況

　 平成23年６月30日現在

従業員数（人） 97(10)

（注）１従業員数は就業人員（当社から他社への出向者を除き、他社から当社への出向者を含む。）であり、臨時雇用者

数（パートタイマー、人材会社からの派遣社員を含む。）は、当第３四半期会計期間の平均人員を（　）内に外

数で記載しております。

　　　２従業員数が当第３四半期連結会計期間において19名増加しておりますが、これは主として業容拡大に伴い採用が

増加したことによるものであります。
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第２【事業の状況】

１【生産、受注及び販売の状況】

(1）生産実績

　該当事項はありません。

　

(2）受注状況

　該当事項はありません。

　

(3）販売実績

　当第３四半期連結会計期間の販売実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称
当第３四半期連結会計期間
（自　平成23年４月１日
至　平成23年６月30日）

前年同四半期比（％）

保険サービス事業（千円） 1,861,177 10.8%

生活サービス事業（千円） 477,403 40.1%

金融サービス事業（千円） 1,084 △90.8%

メディアレップ事業（千円） 178,959 △7.8%

フード事業（千円） 149,133 3.5%

その他事業（千円） 77,425 4.4%

合計（千円） 2,745,184 12.3%

（注）１　セグメント間取引については、相殺消去しております。

２　主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合

取引先
前第３四半期連結会計期間 当第３四半期連結会計期間

販売高（千円） 割合（％） 販売高（千円） 割合（％）

東京海上日動あんしん生命　 401,895 16.4 195,546 7.1

損保ジャパンひまわり生命 260,840 10.7 383,363 12.3

３　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　

２【事業等のリスク】

　当第３四半期連結会計期間における、本四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投

資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生、又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等の

リスク」について重要な変更はありません。

　なお、重要事象等は存在しておりません。

　

３【経営上の重要な契約等】

　当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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４【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中における将来に関する事項は、本四半期報告書提出日現在において当社グループが判断したものであります。

　

(1）経営成績の分析

　当第３四半期連結会計期間の国内経済におけるわが国の経済は、総務省内閣府の月例経済報告（平成23年６月20

日発表分）によれば、景気は、東日本大震災の影響により依然として厳しい状況にあるなかで、このところ上向きの

動きがみられてまいりました。 

　一方、インターネット関連業界におきましては、ブロードバンド契約数が平成23年３月末現在3,493万契約と前年

同月比5.8％増（総務省調べ）となっているように継続的な拡大傾向にあります。また、高速データ通信が可能な第

三世代携帯電話加入契約数は平成23年６月末現在1億2,015万契約となり、携帯電話加入契約全体の99.1％を占めて

おります（電気通信事業者協会調べ）。携帯電話の通信速度の向上やスマートフォンの普及に加えてタブレット型

ＰＣの拡がりにより消費者が時間や場所を選ばずウェブサイトを閲覧する機会を増加させる傾向にあります。

　ウェブサイト事業では全体的に統合ポータルサイト「ズバット」と既存比較サイトの並行運用により堅調に推移

しました。特に「ズバット引越し比較」「ズバット車買取比較」等が好調となりました。その結果、平成23年６月30

日時点でサイト利用者累計数は715万人を超えました。また、当社グループの保険代理店事業運営の㈱保険見直し本

舗は店舗数を拡大し、順調に業績を伸ばしてまいりました。

　以上の結果、当第３四半期連結会計期間の業績は、売上高2,745,184千円（前年同期間比12.3％増）となりました。

これは主に㈱保険見直し本舗の業容拡大により売上高が増加したことによるものであります。利益面につきまして

は、㈱保険見直し本舗の代理店手数料収入の増加が大きく寄与した結果、営業利益270,357千円（前年同期間比

22.7％減）、経常利益266,785千円（前年同期間比32.1％減）、四半期純利益110,395千円（前年同期間比27.3％

減）となりました。

 

　セグメントの業績は、次のとおりであります。

①　保険サービス事業

　保険の一括見積もり・資料請求ウェブサイト「ズバット自動車保険比較」「保険スクエアbang！自動車保険」

は並行運用を行い、堅調に推移しました。また、㈱保険見直し本舗は大型ショッピングモールを中心に展開してお

ります。当第３四半期連結会計期間におきましては第２四半期連結会計期間末までに出店した16店舗に加え、

「ノースポート・モール店」、「福岡木の葉モール橋本店」、「上田アリオ店」、「ららぽーと豊洲店」、「池袋

要町店」、「栃木おやまゆうえんハーヴェストウォーク店」、「沼津イシバシプラザ店」、「武蔵小金井イトー

ヨーカドー店」、「仙台ララガーデン長町店」の計９店舗を新規出店し、全国135店舗となりました。以上の結果、

売上高は1,861,177千円（前年同期間比10.8％増）、営業利益は329,334千円（前年同期間比18.8％減）となりま

した。

　

②　生活サービス事業

　今期より本格稼働している「ズバット引越し比較」の付随サービスである引越関連事業が好調に推移しまし

た。また、保険サービス事業と同様に「ズバット車買取比較」「車買取比較.com」等の並行運用により好調に推

移しました。さらにホームセキュリティ各社への一括資料請求サイト「ズバットホームセキュリティ比較」、就

職採用試験で利用されているSPI の学習アプリとして「就達★SPI（言語、非言語）」をリリースいたしました。

以上の結果、売上高は477,403千円（前年同期間比40.1％増）、営業利益は247,208千円（前年同期間比87.3％

増）となりました。

　

③　金融サービス事業

㈱ウェブクルーファイナンスは新規融資を停止しております。

以上の結果、売上高は1,084千円（前年同期間比90.8％減）、営業利益は4,478千円（前年同期間比71.9％増）と

なりました。

　

④　メディアレップ事業

　㈱ウェブクルーエージェンシーは当第３四半期連結会計期間において新規クライアントの獲得及び取扱媒体の

拡充に努め、将来収益が見込まれる「たのめーる」事業に注力いたしました。以上の結果、売上高は178,959千円

（前年同期間比7.8％減）、営業損失は3,412千円（前年同期間は営業利益26,719千円）となりました。
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⑤　フード事業

　中国火鍋専門店の小肥羊「新宿店」「赤坂店」が好調に推移し、当第３四半期連結会計期間には第１四半期に

「心斎橋店」を出店するとともに既存店舗の収益性を高めることに努めてまいりました。以上の結果、売上高は

149,133千円（前年同期間比3.5％増）、営業損失は18,830千円（前年同期間は営業損失25,928千円）となりまし

た。

　

⑥　その他事業

　㈱グランドエイジングは「ズバット有料老人ホーム比較」を新規開設し、既存の「有料老人ホーム安心相談室

との並行運用を開始いたしました。㈱ウェブクルーリアルエステイトは大型の不動産案件はありませんでした。

以上の結果、売上高は77,425千円（前年同期間比4.4％増）、営業損失は1,774千円（前年同期間は営業損失

17,143千円）となりました。

　

(2）財政状態の分析

　当第３四半期連結会計期間末における総資産は、7,574,110千円となり、前連結会計年度末に比べ553,824千円の増

加となりました。これは主として、業容拡大に伴いのれんが543,910千円増加したためであります。

　負債は、3,821,016千円となり、前連結会計年度末に比べ562,423千円の増加となりました。これは主として、業容拡

大に伴い未払金が143,790千円、１年以内返済予定長期借入金が145,449千円、長期借入金が295,769千円増加したこ

とによるものです。

　純資産は、3,753,094千円となり、主だった変動がなく前連結会計年度末に比べ8,599千円の減少となりました。

　

　

(3）キャッシュ・フローの状況の分析

　当第３四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、当第２四半期連結会計期

間末に比べ564,477千円増加し、1,503,546千円となりました。各キャッシュ・フローの状況は次のとおりです。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　営業活動の結果獲得した資金は、383,702千円（前年同期間は増加した資金が332,034千円）となりました。これは

主として、税金等調整前四半期純利益262,290千円、減価償却費75,884千円、のれん償却額51,273千円、売上債権の減

少85,474千円等の増加要因が法人税等の支払額261,340千円等といった減少要因を上回ったことによるものです。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　投資活動の結果獲得した資金は、24,567千円（前年同期間は減少した資金が113,932千円）となりました。これは

主として、貸付金の回収による収入211,029千円等の増加要因が、連結子会社の新規出店に伴う工事等により有形固

定資産の取得による支出51,276千円、敷金及び保証金の支払額47,044千円、事業譲受による支出54,600千円等と

いった減少要因を上回ったことによるものです。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　財務活動の結果獲得した資金は、155,157千円（前年同期間は減少した資金が2,161千円）となりました。これは主

として、短期借入金の増加236,598千円、社債発行による収入100,000千円等の増加要因が長期借入金の返済による

支出94,921千円、自己株式取得による支出129,981千円等といった減少要因を上回ったことによるものです。

　

(4）事業別及び財務上の対処すべき課題

　当第３四半期連結会計期間において、当社グループの事業及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに

生じた課題はありません。

　

(5）研究開発活動

　該当事項はありません。

　

(6）経営成績に重要な影響を与える要因及び経営戦略の現状と見通し

　当第３四半期連結会計期間において、当社の経営成績に重要な影響を与える要因に重要な変更はありません。
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第３【設備の状況】
(1）主要な設備の状況

　当第３四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

　

(2）設備の新設、除却等の計画

　当第３四半期連結会計期間において、前連結会計年度末に計画した重要な設備の新設等について完了したものは、次

のとおりであります。　

①提出会社において、前連結会計年度末に計画しておりましたECサイト等の構築については、平成23年４月に完了し

ております。

②株式会社保険見直し本舗において、前連結会計年度末に計画しておりました新規出店については、平成23年４月に

４店舗、５月に３店舗、６月に２店舗を完了しております。　
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 145,080

計 145,080

　

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間
末現在発行数（株）
（平成23年６月30日）

提出日現在
発行数（株）

（平成23年８月11日）

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 57,851 57,851
東京証券取引所

（マザーズ）

単元株制度を採用

しておりません。

計 57,851 57,851 － －

（注）　「提出日現在発行数」欄には、平成23年８月１日からこの四半期報告書提出日までの新株予約権の行使により

発行された株式数は含まれておりません。
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（２）【新株予約権等の状況】

旧商法に基づき発行した新株引受権

①　平成14年３月15日株主総会において特別決議された新株引受権（ストックオプション）の状況

　
第３四半期会計期間末現在
（平成23年６月30日）

新株予約権の数 －

新株予約権のうち自己新株予約権の数 －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数
225株

（注）２、５

新株予約権の行使時の払込金額
１株当たり166,667円

（注）３、５

新株予約権の行使期間
平成14年４月１日から

平成24年３月15日まで

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行

価格及び資本組入額

発行価格　　166,667円

資本組入額　166,667円

新株予約権の行使の条件 （注）４

新株予約権の譲渡に関する事項 （注）４

代用払込みに関する事項 －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 －

（注）１　当該新株引受権については、決議事項及び登記事項を含めて当該項目に関する一切の規定は定めておりませ

ん。

２　新株引受権の目的となる株式の数の調整について

株式の分割または併合をするときは、次の算式により未行使の新株引受権の目的たる株式数を調整し、端数

は切り捨てる。

調整後株式数＝調整前株式数×株式分割・併合の比率

３　新株引受権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価額の調整について

時価を下回る価額で新株を発行するときは、次の算式により発行価額を調整し、調整に生じる１円未満の端

数は切り上げる。また、発行価額は、株式分割及び株式併合の場合にも適宜調整する。

　
既発行株式数＋

新規発行株式数×１株当たり払込金

調整後発行価額＝調整前発行価額×
１株当たり時価

既発行株式数＋分割・新規発行による増加株式数

４　主な新株引受権の行使について

譲渡・質入れについては取締役会の承認を得ることを条件に可能とする。

５　平成16年７月28日付をもって株式１株を３株に分割しております。

　

EDINET提出書類

株式会社ウェブクルー(E05421)

四半期報告書

 9/35



旧商法に基づき発行した新株予約権

①　平成14年９月17日株主総会において特別決議された新株予約権（ストックオプション）の状況

　
第３四半期会計期間末現在
（平成23年６月30日）

新株予約権の数 6個

新株予約権のうち自己新株予約権の数 －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数
18株

（注）２、５

新株予約権の行使時の払込金額
１株当たり166,667円

（注）３、５

新株予約権の行使期間
平成14年11月８日から

平成24年９月16日まで

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行

価格及び資本組入額

発行価格　　166,667円

資本組入額　 83,334円

新株予約権の行使の条件 （注）４

新株予約権の譲渡に関する事項 （注）４

代用払込みに関する事項 －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 －

（注）１　当該新株予約権については、決議事項及び登記事項を含めて当該項目に関する一切の規定は定めておりませ

ん。

２　新株予約権の目的となる株式の数の調整について

株式の分割または併合をするときは、次の算式により未行使の新株予約権の目的たる株式数を調整し、端数

は切り捨てる。

調整後株式数＝調整前株式数×株式分割・併合の比率

３　新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価額の調整について

時価を下回る価額で新株を発行するときは、次の算式により発行価額を調整し、調整に生じる１円未満の端

数は切り上げる。また、発行価額は、株式分割及び株式併合の場合にも適宜調整する。

　
既発行株式数＋

新規発行株式数×１株当たり払込金

調整後発行価額＝調整前発行価額×
１株当たり時価

既発行株式数＋分割・新規発行による増加株式数

４　主な新株予約権の行使について

Ａ　新株予約権の譲渡、担保権設定またはその他の方法により処分するには、取締役会の承認を要する。

Ｂ　権利行使時に原則として当社の取締役又は従業員であることを要する。

Ｃ　上記のほか細目等については、当社と付与対象者との間で締結する「ストックオプション付与契約書」

に定めるところによる。

５　平成16年７月28日付をもって株式１株を３株に分割しております。

６　新株予約権の数及び新株予約権の目的となる株式の数は、特別決議における新株発行予定数から退職等によ

る権利を喪失した株数を控除した数のことであります。
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②　平成18年３月28日取締役会において決議された新株予約権（ストックオプション）の状況

　
第３四半期会計期間末現在
（平成23年６月30日）

新株予約権の数 541個

新株予約権のうち自己新株予約権の数 －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数
541株

（注）２

新株予約権の行使時の払込金額
１株当たり251,633円

（注）３

新株予約権の行使期間
平成20年３月25日から

平成28年３月24日まで

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行

価格及び資本組入額

発行価格　　251,633円

資本組入額　125,817円

新株予約権の行使の条件 （注）４

新株予約権の譲渡に関する事項 （注）４

代用払込みに関する事項 －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 －

（注）１　当該新株予約権については、決議事項及び登記事項を含めて当該項目に関する一切の規定は定めておりませ

ん。

２　新株予約権の目的となる株式の数の調整について

株式の分割または併合をするときは、次の算式により未行使の新株予約権の目的たる株式数を調整し、端数

は切り捨てといたします。

調整後株式数＝調整前株式数×株式分割・併合の比率

３　新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価額の調整について

時価を下回る価額で新株を発行するときは、次の算式により発行価額を調整し、調整に生じる１円未満の端

数は切り上げる。また、発行価額は、株式分割及び株式併合の場合にも適宜調整いたします。

　
既発行株式数＋

新規発行株式数×１株当たり払込金

調整後発行価額＝調整前発行価額×
１株当たり時価

既発行株式数＋分割・新規発行による増加株式数

４　主な新株予約権の行使について

Ａ　新株予約権を譲渡する場合は取締役会の承認を要します。

Ｂ　権利行使時に原則として当社及び当社子会社・関連会社の取締役、監査役及び従業員その他これに準ず

る地位にあることを要します。

Ｃ　上記のほか細目等については、当社と付与対象者との間で締結する「ストックオプション割当契約書」

に定めるところによります。

５　新株予約権の数及び新株予約権の目的となる株式の数は、特別決議における新株発行予定数から退職等によ

る権利を喪失した株数を控除した数のことであります。
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③　平成18年４月５日取締役会において決議された新株予約権（ストックオプション）の状況

　
第３四半期会計期間末現在
（平成23年６月30日）

新株予約権の数 1,575個

新株予約権のうち自己新株予約権の数 －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数
1,575株

（注）２

新株予約権の行使時の払込金額
１株当たり212,912円

（注）３

新株予約権の行使期間
平成20年３月25日から

平成28年３月24日まで

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行

価格及び資本組入額

発行価格　　212,912円

資本組入額　106,456円

新株予約権の行使の条件 （注）４

新株予約権の譲渡に関する事項 （注）４

代用払込みに関する事項 －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 －

（注）１　当該新株予約権については、決議事項及び登記事項を含めて当該項目に関する一切の規定は定めておりませ

ん。

２　新株予約権の目的となる株式の数の調整について

株式の分割または併合をするときは、次の算式により未行使の新株予約権の目的たる株式数を調整し、端数

は切り捨てといたします。

調整後株式数＝調整前株式数×株式分割・併合の比率

３　新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価額の調整について

時価を下回る価額で新株を発行するときは、次の算式により発行価額を調整し、調整に生じる１円未満の端

数は切り上げといたします。また、発行価額は、株式分割及び株式併合の場合にも適宜調整いたします。

　
既発行株式数＋

新規発行株式数×１株当たり払込金

調整後発行価額＝調整前発行価額×
１株当たり時価

既発行株式数＋分割・新規発行による増加株式数

４　主な新株予約権の行使について

Ａ　新株予約権を譲渡する場合は取締役会の承認を要します。

Ｂ　権利行使時に原則として当社及び当社子会社・関連会社の取締役、監査役及び従業員その他これに準ず

る地位にあることを要します。

Ｃ　上記のほか細目等については、当社と付与対象者との間で締結する「ストックオプション割当契約書」

に定めるところによります。

５　新株予約権の数及び新株予約権の目的となる株式の数は、特別決議における新株発行予定数から退職等によ

る権利を喪失した株数を控除した数のことであります。
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　会社法に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであります。

①　平成20年１月４日取締役会において決議された新株予約権（ストックオプション）の状況

　
第３四半期会計期間末現在
（平成23年６月30日）

新株予約権の数 2,500個

新株予約権のうち自己新株予約権の数 －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数
2,500株

（注）２

新株予約権の行使時の払込金額
１株当たり１円

（注）３

新株予約権の行使期間
平成25年１月22日から

平成45年１月21日まで

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行

価格及び資本組入額

発行価格　　１円

資本組入額　１円

新株予約権の行使の条件 （注）４

新株予約権の譲渡に関する事項 （注）４

代用払込みに関する事項 －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 （注）５

（注）１　当該新株予約権については、決議事項及び登記事項を含めて当該項目に関する一切の規定は定めておりませ

ん。

２　新株予約権の目的となる株式の数の調整について

株式の分割または併合をするときは、次の算式により未行使の新株予約権の目的たる株式数を調整し、端数

は切り捨てといたします。

調整後株式数＝調整前株式数×株式分割・併合の比率

３　新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価額の調整について

時価を下回る価額で新株を発行するときは、次の算式により発行価額を調整し、調整に生じる１円未満の端

数は切り上げといたします。また、発行価額は、株式分割及び株式併合の場合にも適宜調整いたします。

　
既発行株式数＋

新規発行株式数×１株当たり払込金

調整後発行価額＝調整前発行価額×
１株当たり時価

既発行株式数＋分割・新規発行による増加株式数

４　主な新株予約権の行使について

Ａ　新株予約権を譲渡する場合は取締役会の承認を要します。

Ｂ　権利行使時に原則として当社及び当社子会社・関連会社の取締役、監査役及び従業員その他これに準ず

る地位にあることを要します。

Ｃ　上記のほか細目等については、当社と付与対象者との間で締結する「ストックオプション割当契約書」

に定めるところによります。

５　組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項

組織再編成時の取扱い

組織再編成に際して定める契約書又は計画書等に、以下の各号に定める株式会社の新株予約権を交付する

旨を定めた場合には、当該組織再編成の比率に応じて、以下の各号に定める株式会社の新株予約権を交付

するものとする。

①　合併（当社が消滅する場合に限る。）

合併後存続する株式会社又は合併により設立する株式会社

②　吸収分割

吸収分割をする株式会社がその事業に関して有する権利義務の全部又は一部を承継する株式会社

③　新設分割

新設分割により設立する株式会社

④　株式交換

株式交換をする株式会社の発行済み株式の全部を取得する株式会社
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⑤　株式移転

株式移転により設立する株式会社

　

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

　

（４）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

　

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額
（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成23年４月１日～
平成23年６月30日

－ 57,851 － 2,162,0655,110 26,409

　

（６）【大株主の状況】

　大量保有報告書等の写しの送付等がなく、当第３四半期会計期間において、大株主の異動は把握しておりませ

ん。

　

（７）【議決権の状況】

　当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記

載することができないことから、直前の基準日（平成23年３月31日）に基づく株主名簿による記載をしており

ます。

①【発行済株式】

　 平成23年６月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式　　23,784 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式　　34,067 34,067 －

単元未満株式 － － －

発行済株式総数 57,851 － －

総株主の議決権 － 34,067 －

　

②【自己株式等】

　 平成23年６月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
（株）

他人名義
所有株式数
（株）

所有株式数
の合計
（株）

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合（％）

株式会社ウェブクルー
東京都渋谷区道玄坂一丁

目10番５号
23,784 － 23,784 41.11

計 － 23,784 － 23,784 41.11

（注） 当第３四半期会計期間末の自己株式数は24,853株です。
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２【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別
平成22年
10月

　
11月

　
12月

平成23年
１月

　
２月

　
３月

　
４月

　
５月

　
６月

最高（円） 71,40085,60095,00092,500104,600134,900118,000128,200150,500

最低（円） 66,80067,30080,50081,30082,10073,50079,000106,100114,000

（注）　最高・最低株価は、東京証券取引所マザーズにおけるものであります。

　

３【役員の状況】

　前事業年度の有価証券報告書提出日後、本四半期報告書提出日までの役員の異動はありません。
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第５【経理の状況】

１　四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令

第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、前第３四半期連結会計期間（平成22年４月１日から平成22年６月30日まで）及び前第３四半期連結累計期間

（平成21年10月１日から平成22年６月30日まで）は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づき、当第３四半期連結

会計期間（平成23年４月１日から平成23年６月30日まで）及び当第３四半期連結累計期間（平成22年10月１日から

平成23年６月30日まで）は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成しております。

 

２　監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第３四半期連結会計期間（平成22年４月１日から平

成22年６月30日まで）及び前第３四半期連結累計期間（平成21年10月１日から平成22年６月30日まで）に係る四半

期連結財務諸表並びに当第３四半期連結会計期間（平成23年４月１日から平成23年６月30日まで）及び当第３四半

期連結累計期間（平成22年10月１日から平成23年６月30日まで）に係る四半期連結財務諸表について、監査法人アリ

アによる四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

(単位：千円)

当第３四半期連結会計期間末
(平成23年６月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成22年９月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 1,503,546 881,715

受取手形及び売掛金 1,288,123 1,223,084

商品 ※3
 253,786

※3
 285,006

原材料及び貯蔵品 20,790 15,024

営業貸付金 274,718 276,763

短期貸付金 360,213 553,426

繰延税金資産 87,087 136,061

その他 189,084 ※3
 904,865

貸倒引当金 △161,556 △152,168

流動資産合計 3,815,794 4,123,778

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 803,001 ※3
 690,774

その他（純額） 605,311 ※3
 529,342

有形固定資産合計 ※1
 1,408,313

※1
 1,220,116

無形固定資産

のれん 802,231 258,321

その他 228,774 258,925

無形固定資産合計 1,031,006 517,246

投資その他の資産

投資有価証券 ※2
 363,196

※2
 348,030

破産更生債権等 26,129 26,129

その他 962,105 818,569

貸倒引当金 △32,434 △33,584

投資その他の資産合計 1,318,996 1,159,144

固定資産合計 3,758,316 2,896,507

資産合計 7,574,110 7,020,286
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(単位：千円)

当第３四半期連結会計期間末
(平成23年６月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成22年９月30日)

負債の部

流動負債

買掛金 18,445 19,111

短期借入金 431,666 352,560

1年内返済予定の長期借入金 ※3
 387,773

※3
 242,324

未払金 ※3
 721,031 577,240

未払法人税等 130,343 409,815

賞与引当金 108,232 83,903

解約調整引当金 73,817 57,454

その他 756,318 ※3
 862,737

流動負債合計 2,627,629 2,605,146

固定負債

社債 150,000 80,000

長期借入金 ※3
 732,627

※3
 436,858

役員退職慰労引当金 47,517 32,998

退職給付引当金 91,246 67,440

資産除去債務 109,707 －

その他 62,288 36,149

固定負債合計 1,193,387 653,446

負債合計 3,821,016 3,258,592

純資産の部

株主資本

資本金 2,162,065 2,162,065

資本剰余金 4,219,718 4,322,785

利益剰余金 235,553 11,325

自己株式 △3,120,864 △2,941,347

株主資本合計 3,496,472 3,554,828

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 △5,755 △411

為替換算調整勘定 △17,050 △15,437

評価・換算差額等合計 △22,806 △15,849

新株予約権 146,806 125,680

少数株主持分 132,620 97,033

純資産合計 3,753,094 3,761,693

負債純資産合計 7,574,110 7,020,286
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(2)【四半期連結損益計算書】
【第３四半期連結累計期間】

（単位：千円）

前第３四半期連結累計期間
(自　平成21年10月１日
　至　平成22年６月30日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成22年10月１日
　至　平成23年６月30日)

売上高 6,719,482 8,076,675

売上原価 966,302 965,118

売上総利益 5,753,179 7,111,556

販売費及び一般管理費 ※
 5,216,371

※
 6,427,629

営業利益 536,807 683,926

営業外収益

受取利息 12,850 3,525

投資有価証券売却益 17,302 38,493

受取補償金 32,705 －

その他 20,048 36,405

営業外収益合計 82,906 78,424

営業外費用

支払利息 10,893 27,239

投資有価証券売却損 － 68,140

持分法による投資損失 12,409 1,717

投資事業組合運用損 4,470 341

その他 7,772 8,927

営業外費用合計 35,545 106,367

経常利益 584,169 655,983

特別利益

固定資産売却益 99 77,330

関係会社株式売却益 13,224 －

投資有価証券売却益 1,189 －

貸倒引当金戻入額 801 －

特別利益合計 15,314 77,330

特別損失

固定資産除却損 5,925 10,723

投資有価証券評価損 20,607 －

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 25,063

その他 123 2,175

特別損失合計 26,657 37,962

税金等調整前四半期純利益 572,826 695,351

法人税、住民税及び事業税 333,006 387,380

法人税等調整額 △31,885 34,105

法人税等合計 301,121 421,486

少数株主損益調整前四半期純利益 － 273,865

少数株主利益 69,106 49,637

四半期純利益 202,597 224,228

EDINET提出書類

株式会社ウェブクルー(E05421)

四半期報告書

19/35



【第３四半期連結会計期間】
（単位：千円）

前第３四半期連結会計期間
(自　平成22年４月１日
　至　平成22年６月30日)

当第３四半期連結会計期間
(自　平成23年４月１日
　至　平成23年６月30日)

売上高 2,444,097 2,745,184

売上原価 337,267 310,286

売上総利益 2,106,829 2,434,898

販売費及び一般管理費 ※
 1,757,208

※
 2,164,540

営業利益 349,621 270,357

営業外収益

受取利息 10,520 940

投資有価証券売却益 4,456 －

受取補償金 32,705 －

その他 3,389 12,173

営業外収益合計 51,072 13,113

営業外費用

支払利息 3,755 8,308

投資有価証券売却損 － －

持分法による投資損失 2,758 1,696

その他 1,298 6,681

営業外費用合計 7,813 16,686

経常利益 392,880 266,785

特別利益

貸倒引当金戻入額 801 －

関係会社株式売却益 13,224 －

投資有価証券売却益 1,189 －

その他 69 －

特別利益合計 15,284 －

特別損失

固定資産除却損 3,353 3,390

投資有価証券評価損 14,999 －

その他 123 1,104

特別損失合計 18,476 4,495

税金等調整前四半期純利益 389,688 262,290

法人税、住民税及び事業税 203,360 122,885

法人税等調整額 △12,917 6,525

法人税等合計 190,443 129,410

少数株主損益調整前四半期純利益 － 132,879

少数株主利益 47,353 22,484

四半期純利益 151,890 110,395
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：千円）

前第３四半期連結累計期間
(自　平成21年10月１日
　至　平成22年６月30日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成22年10月１日
　至　平成23年６月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 572,826 695,351

減価償却費 181,874 211,441

のれん償却額 24,332 154,262

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 25,063

株式報酬費用 21,126 21,126

貸倒引当金の増減額（△は減少） 4,726 8,238

賞与引当金の増減額（△は減少） 18,931 24,329

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 8,079 14,519

退職給付引当金の増減額（△は減少） 11,886 23,806

解約調整引当金の増減額（△は減少） 22,035 16,363

受取利息及び受取配当金 △16,934 △3,525

支払利息 10,893 27,239

為替差損益（△は益） △670 △374

持分法による投資損益（△は益） 12,409 1,717

関係会社株式売却損益（△は益） △13,224 －

投資有価証券売却損益（△は益） △12,777 29,647

固定資産売却損益（△は益） △99 △77,330

固定資産除却損 5,925 10,723

投資有価証券評価損益（△は益） 20,607 －

投資事業組合運用損益（△は益） 4,004 △7,060

売上債権の増減額（△は増加） △322,946 △65,191

たな卸資産の増減額（△は増加） △65,555 25,454

営業貸付金の増減額（△は増加） 21,660 2,044

仕入債務の増減額（△は減少） △17,329 △665

未払金の増減額（△は減少） 153,561 96,951

前払費用の増減額（△は増加） △62,186 △26,381

前受収益の増減額（△は減少） 102,969 208,851

その他 △17,204 1,505

小計 668,922 1,418,108

利息及び配当金の受取額 17,210 3,332

利息の支払額 △15,738 △26,615

法人税等の支払額 △270,261 △671,713

営業活動によるキャッシュ・フロー 400,132 723,111

EDINET提出書類

株式会社ウェブクルー(E05421)

四半期報告書

21/35



（単位：千円）

前第３四半期連結累計期間
(自　平成21年10月１日
　至　平成22年６月30日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成22年10月１日
　至　平成23年６月30日)

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △242,449 △539,016

有形固定資産の売却による収入 － 370,339

無形固定資産の取得による支出 △74,101 △48,524

子会社株式の取得による支出 △8,416 △16,042

関係会社株式の売却による収入 24,795 －

投資有価証券の取得による支出 △617,360 △1,132,803

投資有価証券の売却による収入 615,462 1,101,962

事業譲受による支出 － △345,600

敷金及び保証金の差入による支出 △129,448 △115,053

敷金及び保証金の回収による収入 75,376 10,882

投融資による支出 － △85,000

投融資の回収による収入 － 197,269

貸付けによる支出 △38,500 △129,275

貸付金の回収による収入 11,326 317,433

その他 816 △1,762

投資活動によるキャッシュ・フロー △382,498 △415,191

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） 49,336 79,106

長期借入れによる収入 140,000 900,000

長期借入金の返済による支出 △149,115 △458,782

社債の発行による収入 － 100,000

社債の償還による支出 － △10,000

自己株式の取得による支出 △100,916 △179,517

配当金の支払額 △101,780 △89,685

少数株主への配当金の支払額 － △14,400

その他 △9,104 △13,162

財務活動によるキャッシュ・フロー △171,579 313,559

現金及び現金同等物に係る換算差額 △41 351

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △153,987 621,831

現金及び現金同等物の期首残高 1,085,998 881,715

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 932,011

※
 1,503,546
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

　
当第３四半期連結累計期間
（自　平成22年10月１日
至　平成23年６月30日）

１　連結の範囲に関する事項の変更 ─────────

２　持分法の適用に関する事項の変更 ─────────

３　会計処理基準に関する事項の変更 資産除去債務に関する会計基準の適用

　第１四半期連結会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」（企業

会計基準第18号　平成20年３月31日）及び「資産除去債務に関する会計基

準の適用指針」（企業会計基準適用指針第21号　平成20年３月31日）を適

用しております。

　これにより、営業利益及び経常利益はそれぞれ12,448千円減少し、税金等

調整前四半期純利益は37,511千円減少しております。また、当会計基準等の

適用開始による資産除去債務の変動額は90,729千円であります。

　なお、当社グループは、不動産賃貸借契約に基づく本社オフィス等の退去

時における原状回復に係る債務を有しておりますが、本社オフィス等につ

いては当該債務に関する賃借資産の使用期間が明確でなく、また移転計画

もないことから、資産除去債務を合理的に見積もることができません。その

ため、当該債務に見合う資産除去債務の計上は行っておりません。

　

【表示方法の変更】

当第３四半期連結累計期間
（自　平成22年10月１日至　平成23年６月30日）

（四半期連結損益計算書）

　「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号　平成20年12月26日）に基づく「財務諸表等の用語、様式及

び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成21年３月24日内閣府令第５号）の適用により、当第３四

半期連結累計期間では、「少数株主損益調整前四半期純利益」の科目を表示しております。

　

当第３四半期連結会計期間
（自　平成23年４月１日　至　平成23年６月30日）

（四半期連結損益計算書）

　「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号　平成20年12月26日）に基づく「財務諸表等の用語、様式及

び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成21年３月24日内閣府令第５号）の適用により、当第３四

半期連結会計期間では、「少数株主損益調整前四半期純利益」の科目を表示しております。

　

【簡便な会計処理】

　
当第３四半期連結累計期間
（自　平成22年10月１日
至　平成23年６月30日）

固定資産の減価償却費の算定方法 　定率法を採用している資産については、連結会計年度に係る減価償却費の

額を期間按分して算定する方法を採用しております。

法人税等並びに繰延税金資産及び繰延税金

負債の算定方法

　法人税等並びに繰延税金資産及び繰延税金負債の算定方法については、原

則的な方法によっています。ただし、一部の連結子会社においては、前連結

会計年度における実効税率を用いた簡便な方法により算定しております。

　繰延税金資産の回収可能性の判断に関して、前連結会計年度末以降に経営

環境等に著しい変化が生じておらず、かつ、一時差異等の発生状況に著しい

変化がないと認められる場合に、前連結会計年度末において使用した将来

の業績予測やタックス・プランニングを利用する方法により算定しており

ます。

　

【四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理】

当第３四半期連結累計期間（自　平成22年10月１日　至　平成23年６月30日）

　該当事項はありません。
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【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

当第３四半期連結会計期間末
（平成23年６月30日）

前連結会計年度末
（平成22年９月30日）

※１　有形固定資産の減価償却累計額は、579,736千円であ

ります。

※１　有形固定資産の減価償却累計額は、433,647千円であ

ります。

※２　投資有価証券に含まれている関連会社に対する投資

は以下のとおりであります。

株式 34,505千円

投資事業組合持分 308千円

※３　担保に供している資産

商品186,628千円については、未払金57,120千円の担

保に供しております。

　なお、上記のほか子会社株式900株を１年以内返済予

定の長期借入金75,000千円及び長期借入金81,250千円

の担保に供しております。

　

※２　投資有価証券に含まれている非連結子会社及び関連

会社に対する投資は以下のとおりであります。

株式

投資事業組合持分

38,788千円

308千円

※３　担保に供している資産

商品　

建物

197,000千円

175,964千円

土地 116,576千円

合計 489,540千円

　上記資産は、１年内返済予定の長期借入金13,380千円

及び長期借入金165,435千円等の担保に供しておりま

す。

　なお、上記のほか子会社株式900株を１年内返済予定

の長期借入金75,000千円及び長期借入金137,500千円

の担保に供しております。

　また、流動負債「その他」に含まれております信用取

引未払金128,402千円及び借入有価証券133,475千円に

対して、流動資産「その他」に含まれております担保

差入有価証券126,450千円及び担保差入金136,035千円

をそれぞれ担保として差し入れております。

　

（四半期連結損益計算書関係）

第３四半期連結累計期間

前第３四半期連結累計期間
（自　平成21年10月１日
至　平成22年６月30日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成22年10月１日
至　平成23年６月30日）

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目は次のとおり

であります。

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目は次のとおり

であります。

給料手当 1,372,737千円

賞与引当金繰入額 18,931千円

広告宣伝費 1,298,542千円

役員退職慰労引当金繰入額 8,495千円

退職給付費用 10,586千円

貸倒引当金繰入額 5,527千円

給料手当 1,857,568千円

賞与引当金繰入額 24,529千円

広告宣伝費 1,257,229千円

役員退職慰労引当金繰入額 14,519千円

退職給付費用 23,789千円

貸倒引当金繰入額 10,208千円

　

第３四半期連結会計期間

前第３四半期連結会計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日）

当第３四半期連結会計期間
（自　平成23年４月１日
至　平成23年６月30日）

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目は次のとおり

であります。

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目は次のとおり

であります。

給料手当 481,946千円

広告宣伝費 424,121千円

役員退職慰労引当金繰入額 1,986千円

退職給付費用 2,977千円

貸倒引当金繰入額 3,052千円

給料手当 628,343千円

広告宣伝費 425,392千円

役員退職慰労引当金繰入額 753千円

退職給付費用 8,169千円

貸倒引当金繰入額 2,212千円
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（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前第３四半期連結累計期間
（自　平成21年10月１日
至　平成22年６月30日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成22年10月１日
至　平成23年６月30日）

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借

対照表に掲記されている科目の金額との関係

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借

対照表に掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金 932,011千円

現金及び現金同等物 932,011千円

　

現金及び預金 1,503,546千円

現金及び現金同等物 1,503,546千円

　

　

（株主資本等関係）

当第３四半期連結会計期間末（平成23年６月30日）及び当第３四半期連結累計期間（自　平成22年10月１日　至　

平成23年６月30日）

１　発行済株式の種類及び総数

普通株式 57,851株 　

　

２　自己株式の種類及び株式数

普通株式 24,853株 　

　

３　新株予約権等に関する事項

ストック・オプションとしての新株予約権

新株予約権の四半期連結会計期間末残高 146,806千円(提出会社98,588千円、連結子会社48,218千円)

　

４　配当に関する事項

(1）配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成22年12月22日

定時株主総会
普通株式 51,966 1,500平成22年９月30日平成22年12月24日資本剰余金

平成23年４月26日

取締役会　
普通株式 51,100 1,500平成23年３月31日平成23年６月10日資本剰余金　

　

(2）基準日が当連結会計年度の開始の日から当四半期連結会計期間末までに属する配当のうち、配当の効力発

生日が当四半期連結会計期間の末日後となるもの

　　該当事項はありません。　

　

５　株主資本の著しい変動に関する事項

　株主資本の金額は、前連結会計年度末日と比較して著しい変動がありません。
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（セグメント情報等）

【事業の種類別セグメント情報】

前第３四半期連結会計期間（自　平成22年４月１日　至　平成22年６月30日）

　
保険サービ
ス事業
（千円）

生活サービ
ス事業
（千円）

金融サービ
ス事業
（千円）

メディア
レップ事業
（千円）

フード事業
（千円）

その他事業
（千円）

計
（千円）

消去又は
全社
（千円）

連結
（千円）

売上高 　 　 　 　 　 　 　 　 　

(1）外部顧客に対する売上高 1,679,408340,68011,788194,049144,03474,1362,444,097 － 2,444,097

(2）セグメント間の内部売上

高又は振替高
－ 19,3525,451445,8852,534 2,246475,470△475,470 －

計 1,679,408360,03317,239639,935146,56976,3822,919,568△475,4702,444,097

営業利益又は営業損失（△） 405,564131,9632,60626,719△25,928△17,143523,780△174,159349,621

　

前第３四半期連結累計期間（自　平成21年10月１日　至　平成22年６月30日）

　
保険サービ
ス事業
（千円）

生活サービ
ス事業
（千円）

金融サービ
ス事業
（千円）

メディア
レップ事業
（千円）

フード事業
（千円）

その他事業
（千円）

計
（千円）

消去又は
全社
（千円）

連結
（千円）

売上高 　 　 　 　 　 　 　 　 　

(1）外部顧客に対する売上高 4,367,0901,036,14235,266516,532534,043230,4056,719,482 － 6,719,482

(2）セグメント間の内部売上

高又は振替高
－ 68,65321,0811,327,7857,594 8,2221,433,338△1,433,338－

計 4,367,0901,104,79656,3481,844,318541,638238,6288,152,820△1,433,3386,719,482

営業利益又は営業損失（△） 639,235393,39412,89356,869△21,592△82,000998,800△461,992536,807

（注）１　事業区分の方法

事業は、サービスの内容及び特性を考慮して区分しております。

２　事業区分の内容

事業区分 主要製品

保険サービス事業
自動車保険に関する損害保険会社への顧客情報提供、生命保険に関する生命保険会社への顧客

情報提供、生損保代理店業務「保険見直し本舗」運営

生活サービス事業 引越見積もりサービス比較、中古車買取サービス比較、及び結婚情報サービス比較等

金融サービス事業 外国為替保証金取引比較、ネット証券比較、消費者金融サービス比較、及びクレジット業

メディアレップ事業 広告代理店業

フード事業 中国火鍋専門店「小肥羊」運営

その他事業 Ｅコマース運営、シニア関連Ｅマーケットプレイス運営、不動産の売買・仲介・斡旋管理等
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【所在地別セグメント情報】

前第３四半期連結会計期間（自　平成22年４月１日　至　平成22年６月30日）及び前第３四半期連結累計期間

（自　平成21年10月１日　至　平成22年６月30日）

　全セグメントの売上高の合計に占める日本の割合が90％を超えるため、所在地別セグメント情報の記載を省

略しております。

　

【海外売上高】

前第３四半期連結会計期間（自　平成22年４月１日　至　平成22年６月30日）及び前第３四半期連結累計期間

（自　平成21年10月１日　至　平成22年６月30日）

　海外売上高が連結売上高の10％未満のため、海外売上高の記載を省略しております。

　

【セグメント情報】

１．報告セグメントの概要

当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が、経営

資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであります。

当社の事業分野は、事業の内容、その経済的特徴等を考慮し、「保険サービス事業」、「生活サービス事

業」、「金融サービス事業」、「メディアレップ事業」、「フード事業」の５つを報告セグメントとしており

ます。

「保険サービス事業」は生命保険・損害保険代理店運営及び保険の一括見積・資料請求サイト運営を、

「生活サービス事業」は引越見積もりサービス比較、中古車買取サービス比較等生活関連の比較サイト運営

を、「金融サービス事業」は金融商品情報比較サイト運営・貸金業を、「メディアレップ事業」は広告代理

店業を、「フード事業」は中国火鍋専門店運営を行っております。　

　

２．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

当第３四半期連結累計期間（自　平成22年10月１日　至　平成23年６月30日）

　　　　　　 （単位：千円）

　

報告セグメント
その他

（注１）
合計

調整額

（注２）

四半期

連結損益計

算書計上額

（注３）

保険サービ

ス事業

生活サー

ビス事業

金融サービ

ス事業

メディア

レップ事業

フード事業

　
計

売上高     　    　 　

外部顧客への売

上高
5,474,2851,289,04111,940493,973563,3087,832,550244,1258,076,675―　　 8,076,675

セグメント間の

内部売上高又は

振替高　

― 44,81834,6131,204,96621,8071,306,2063,3951,309,602△1,309,602―　　

計 5,474,2851,333,86046,5541,698,940585,1159,138,756247,5209,386,277△1,309,6028,076,675

セグメント利益

又は損失(△)
927,046599,8905,301△48,7732,3301,485,795△30,2451,455,549△771,622683,926

（注）１  「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、Eコマース運営、不動産の売買

・仲介・斡旋等を行う事業を含んでいます。

２　セグメント利益又は損失(△)の調整額△771,622千円には、各報告セグメントに配分していない全社費用

△711,414千円が含まれております。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費でありま

す。　

３　セグメント利益又は損失(△)は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

　

EDINET提出書類

株式会社ウェブクルー(E05421)

四半期報告書

27/35



当第３四半期連結会計期間（自　平成23年４月１日　至　平成23年６月30日）

　　　　　　 （単位：千円）

 

報告セグメント
その他

（注１）
合計

調整額

（注２）

四半期

連結損益計

算書計上額

（注３）

保険サービ

ス事業

生活サー

ビス事業

金融サービ

ス事業

メディア

レップ事業

フード事業

　
計

売上高     　    　 　

外部顧客への売

上高
1,861,177477,4031,084178,959149,1332,667,75877,4252,745,184―　　 2,745,184

セグメント間の

内部売上高又は

振替高　

― 10,46015,903401,6879,449437,501 182 437,683△437,683―　　

計 1,861,177487,86416,988580,646158,5823,105,26077,6073,182,867△437,6832,745,184

セグメント利益

又は損失(△)
329,334247,2084,478△3,142△18,830559,047△1,774557,273△286,915270,357

（注）１  「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、Eコマース運営、不動産の売買

・仲介・斡旋等を行う事業を含んでいます。

２　セグメント利益又は損失(△)の調整額△286,915千円には、各報告セグメントに配分していない全社費用

△260,960千円が含まれております。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費でありま

す。　

３　セグメント利益又は損失(△)は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

　

３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

（のれんの金額の重要な変動）

　「保険サービス事業」セグメントにおいて子会社㈱保険見直し本舗が平成22年９月30日締結した契約に基

づき㈱アドバンスクリエイトから生命保険契約の一部を譲り受けております。なお、当該事象によるのれん

の増加額は、第３四半期連結累計期間においては700,000千円であります。

（追加情報）

第１四半期連結会計期間より、「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準17号　平成21年

３月27日）および「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第20号　平

成20年３月21日）を適用しております。　

　

（金融商品関係）

当第３四半期連結会計期間末（平成23年６月30日）

金融商品の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度の末日と比較して著しい変動はあり

ません。
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（有価証券関係）

当第３四半期連結会計期間末（平成23年６月30日）

　有価証券の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度の末日と比較して著しい変動はあり

ません。

　

（デリバティブ取引関係）

当第３四半期連結会計期間末（平成23年６月30日）

デリバティブ取引関係の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度の末日と比較して著し

い変動はありません。

　

（ストック・オプション等関係）

当第３四半期連結会計期間（自　平成23年４月１日　至　平成23年６月30日）

１　ストック・オプションに係る当第３四半期連結会計期間における費用計上額及び科目名

販売費及び一般管理費 7,042千円

　

２　当第３四半期連結会計期間に付与したストック・オプションの内容

　該当事項はありません。

　

３　当第３四半期連結会計期間におけるストック・オプションの条件変更

　該当事項はありません。

　

（企業結合等関係）

　該当事項はありません。

　

（資産除去債務）

当第３四半期連結会計期間末（平成23年６月30日）

資産除去債務は、前連結会計年度の末日と比較して著しい変動はありません。

なお、当社グループは、不動産賃貸借契約に基づく本社オフィス等の退去時における原状回復に係る債務を有

しておりますが、本社オフィス等については当該債務に関する賃借資産の使用期間が明確でなく、また、移転計画

もないことから、資産除去債務を合理的に見積もることができません。そのため、当該債務に見合う資産除去債務

の計上は行っておりません。

（注）第１四半期連結会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」（企業会計基準第18号　平成20年３月

31日）及び「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第21号　平成20年３月31日）

を適用しているため、前連結会計年度の末日における残高とは第１四半期連結会計期間の期首における残高であ

ります。

　

（賃貸等不動産関係）

当第３四半期連結会計期間末（平成23年６月30日）

　賃貸等不動産において、前連結会計年度の末日と比較して著しい変動が認められます。

　四半期連結会計期間末の時価　　　767,505千円

　四半期連結貸借対照表計上額　　　652,662千円　
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（１株当たり情報）

１　１株当たり純資産額

当第３四半期連結会計期間末
（平成23年６月30日）

前連結会計年度末
（平成22年９月30日）

105,269.00円 102,152.74円

（注）　１株当たり純資産額の算定上の基礎

項目
当第３四半期
連結会計期間末

（平成23年６月30日）

前連結会計年度末
（平成22年９月30日）

純資産の部の合計額（千円） 3,753,094 3,761,693

普通株式に係る純資産額（千円） 3,473,666 3,538,979

差額の主な内訳（千円） 　 　

新株予約権 146,806 125,680

少数株主持分 132,620 97,033

普通株式の発行済株式数（株） 57,851 57,851

普通株式の自己株式数（株） 24,853 23,207

１株当たり純資産額の算定に用いられた普通株式の数

（株）
32,998 34,644

　

EDINET提出書類

株式会社ウェブクルー(E05421)

四半期報告書

30/35



２　１株当たり四半期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額

第３四半期連結累計期間

前第３四半期連結累計期間
（自　平成21年10月１日
至　平成22年６月30日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成22年10月１日
至　平成23年６月30日）

１株当たり四半期純利益金額 5,690.31円

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 5,467.64円

１株当たり四半期純利益金額 6,580.23円

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 6,249.91円

（注）　１株当たり四半期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎

項目
前第３四半期連結累計期間
（自　平成21年10月１日
至　平成22年６月30日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成22年10月１日
至　平成23年６月30日）

１株当たり四半期純利益金額 　 　

　四半期純利益（千円） 202,597 224,228

　普通株主に帰属しない金額（千円） － －

　普通株式に係る四半期純利益 202,597 224,228

　期中平均株式数（株） 35,604 34,076

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 　 　

　四半期純利益調整額（千円） － －

　普通株式増加数（株） 1,450 1,801

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり

四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株式で、前

連結会計年度末から重要な変動があったものの概要

－ －

　

第３四半期連結会計期間

前第３四半期連結会計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日）

当第３四半期連結会計期間
（自　平成23年４月１日
至　平成23年６月30日）

１株当たり四半期純利益金額 4,337.26円

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 4,164.82円

１株当たり四半期純利益金額 3,277.38円

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 3,097.86円

（注）　１株当たり四半期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎

項目
前第３四半期連結会計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日）

当第３四半期連結会計期間
（自　平成23年４月１日
至　平成23年６月30日）

１株当たり四半期純利益金額 　 　

　四半期純利益（千円） 151,890 110,395

　普通株主に帰属しない金額（千円） － －

　普通株式に係る四半期純利益 151,890 110,395

　期中平均株式数（株） 35,020 33,684

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 　 　

　四半期純利益調整額（千円） － －

　普通株式増加数（株） 1,450 1,952

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり

四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株式で、前

連結会計年度末から重要な変動があったものの概要

－ －
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（重要な後発事象）

当第３四半期連結会計期間
（自　平成23年４月１日　至　平成23年６月30日）

連結子会社の減資について

　㈱小肥羊ジャパンは平成23年７月４日開催の臨時株主総会において減資することを決議いたしました。

１．資本金の減少の目的

　前期からの損失を解消するため、また財務体質を早急に改善することを目的とし、資本金の一部を減少し、その減少額の

一部を欠損の全額に充てるものとし、その余の額はその他資本剰余金に振り替えるものといたします。

２．実施の要領

①資本金の額の減少の要領

（減少する資本金の額）

　平成23年７月４日現在の資本金の額２億円を１億円減少し、１億円といたします。なお発行済株式総数の変更は行いま

せん。　

（効力発生日）

　資本金の額の減少の効力発生日は、平成23年７月４日といたします。

 

　

　

　

　

　

２【その他】

平成23年４月26日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。

(イ）配当金の総額………………………………………51百万円

(ロ）１株当たりの金額…………………………………1,500円00銭

(ハ）支払請求の効力発生日及び支払開始日…………平成23年６月10日

（注）平成23年３月31日現在の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いを行います。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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　 独立監査人の四半期レビュー報告書　
　

　

平成22年８月10日
株式会社ウェブクルー
取締役会　御中

　

監査法人アリア
　

　
代表社員
業務執行社員

　 公認会計士 山中　康之　　印

　

　 業務執行社員 　 公認会計士 古屋　尚樹　　印

　

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株

式会社ウェブクルーの平成21年10月１日から平成22年９月30日までの連結会計年度の第３四半期連結会

計期間(平成22年４月１日から平成22年６月30日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成21年10月１日

から平成22年６月30日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損

益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結

財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に

対して実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一

般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手

続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に

公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社ウェブクルー及び連結子会

社の平成22年６月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四

半期連結累計期間の経営成績並びに第３四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示

していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

　

以　上

　

(注) １　上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報告

書提出会社)が別途保管しております。

２　四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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　 独立監査人の四半期レビュー報告書　
　

　

平成23年８月10日
株式会社ウェブクルー
取締役会　御中

　

監査法人アリア
　

　
代表社員
業務執行社員

　 公認会計士 山中　康之　　印

　

　 業務執行社員 　 公認会計士 古屋　尚樹　　印

　

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株

式会社ウェブクルーの平成22年10月１日から平成23年９月30日までの連結会計年度の第３四半期連結会

計期間(平成23年４月１日から平成23年６月30日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成22年10月１日

から平成23年６月30日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損

益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結

財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に

対して実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一

般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手

続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に

公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社ウェブクルー及び連結子会

社の平成23年６月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四

半期連結累計期間の経営成績並びに第３四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示

していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　

　追記事項

「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」に記載されているとおり、第１四

半期連結会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」（企業会計基準第18号 平成20年3月31日）

及び「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第21号 平成20年3月31日）

を適用している。

　

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

以　上

　

(注) １　上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報告

書提出会社)が別途保管しております。

２　四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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